
＜様式４－１＞（新規事業分） 

事 業 別 評 価 調 書 （チェックリスト） 

整理番号 1 事業名 福島体育館・武道館整備事業 補助 地区名（事業箇所名） 福島市霞町地内 担当部課名 教育委員会 保健体育課 

評価の対象となる 

根拠 

 

 要綱 第３条第１項（１）事業採択から５年経過した時点で未着工の事業 

 第３条第１項（２）事業採択から１０年を経過した時点で継続中の事業 

 第３条第１項（３）評価実施から５年経過した時点で継続中の事業 

 第３条第１項（４）計画変更を行おうとする事業（軽微なものは除く） 

 第３条第１項（５）その他社会経済情勢の変化に伴い評価実施の必要が生じた事業 

○ 第３条第２項 事業に係る予算を新たに措置し、又は事業に着手しようとする事業   

 第３条第３項 本要綱と異なる対象事業案件が通知された国庫補助事業等 
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〔事業に関する社会経済情勢等〕（特記すべき事項） 

（１） 事業に関連する項目 

① 東日本大震災の教訓から、耐震強度に優れた避難所としての機能。 

② 原発事故の影響による子どもの体力低下、運動不足が懸念されていることから、安全に安心して利用

できる屋内運動場の整備。 

（２） 地元住民・受益対象者の意向 

 平成 23年度 

   福島体育館・武道館を利用する競技団体から、福島県及び福島市へ「福島体育館早期の復旧について

の要望書」の提出。 

平成 25年度 

 ① 懇談会 

 ア）再整備の方向性について検討するため、委員 10名による「福島体育館再整備検討懇談会」を設置。 

№ 選出区分 人数 

１ 福島市スポーツ推進委員会 ２名 

２ 福島市地区体育連盟 ２名 

３ 福島市スポーツ少年団 ２名 

４ 福島県建築士会福島支部 ２名 

５ 学識経験者 ２名 

 合 計 １０名 

 イ）懇談会を 3回（5.8.10月）開催するとともに、利用団体、競技団体への意見聴取を実施。 

   懇談会では、再整備の必要性について共通理解がなされ、再整備にあたっては、各団体の意見を参考

に、全ての人が利用しやすい施設とすること、利用者の視点にたった整備を行うこと、安全安心な施設

を早期に整備すること等の意見が出された。 

ウ）10月 9日に懇談会会長から教育長へ、再整備に関する意見書提出。 

 ② 再整備についての説明会 

  福島体育館に隣接する町内会長を対象とした説明会を開催し、解体工事の内容、再整備スケジュールに

ついて説明し、再整備の必要性について理解を得た。（町内会会員への回覧実施） 

（３）関係機関・団体の意向 

 土地及び体育館、合宿所の所有者である福島県は、解体工事を平成 26 年 6 月末から着工し、平成 26 年度

内に完了させる意向。土地については、平成 26年度内に市が県から買収する予定。 

〔事業に関連する評価指標等〕 

（１）主要な評価指標                     過去 5年の利用者数 

施設名 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

利用者総数（Ａ） 117,890 118,434 1,553 75,046 74,328

（Ａ）のうち
アリーナ利用者数 88,342 90,970 1,553 75,046 74,328

（Ａ）のうちホワイエ
利用者数 15,027 12,876

武　道　館
利用者総数 99,218 93,974 700 82,748 80,271

217,108 212,408 2,253 157,794 154,599

※　体育館・武道館の利用については、東日本大震災の被害の影響により、次の期間、利用の制限を行っている。

　　　　・体育館：H23.3.12からH24.2.28まで閉館。

　　　　・武道館：H23.3.12からH24.3.23まで閉館。

　　　　・ホワイエ：壁、天井の崩落等の危険性があるため、H23.3.12以降開放していない。
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〔事業目的及び全体計画〕 

 (１)事業目的 

 霞町にある福島体育館は、市民をはじめ多くの方々がスポーツ活動に親しむための施設として活用されてき

たが、昭和 39年の建設から 50年が経過し、施設や設備の老朽化が進んでいるとともに、東日本大震災の被害

による使用制限があり、利用者に不便を与えている状況にある。 

 このことから、復興シンボル事業の一つとして、安全安心な施設を目指し、早急に再整備に着手する必要が

あるとともに、中心市街地での市民スポーツの振興を一層推進するため、市が主体となって再整備を進める。 

 なお、武道館についても、現敷地の有効利用等を考慮し、体育館と一体的に整備する。 

 

（２）全体計画 

 市の中心にあるという利便性から、市民の年齢、種目を問わず、子どもからお年寄りまで幅広く利用されて

いるという現状を踏まえ、現在地に整備を行う。 

 また、現敷地の用途地域が第一種住居地域であり、用途規制や日影制限等により面積、高さに制限があるこ

とを考慮し、新体育館の規模は、競技スペースであるアリーナ、柔道場、剣道場、弓道場を現在と同規模とし、 

大規模な大会は、国体記念体育館や県営あづま総合体育館で開催するなど、すみ分けを行いながら、これまで

どおりの「身近で気軽に利用できる」現在の利用形態を継承し、中央地区の体育館をイメージし整備する。 

 【スケジュール】 

平成２６年 ・体育館、合宿所解体工事（県） 

       ・武道館解体工事 

       ・基本設計 ･地質調査 ・用地取得 

平成２７年 ・実施設計 

       ・造成工事（～平成２８年） 

       ・本体工事（～平成３０年） 

平成２９年 ・外構工事（～平成３０年） 

平成３０年 ・供用開始 

 

 

事業採択予定年度 平成２６年度 完成目標年度 平成３０年度 

全 

体 

事 

業

費 

計画事業費 

（うち用地費） 

 

財源別内訳又は負担割合 主要事業種目別積算内訳 

4,400 

百万円 

（400百万円） 

国 300百万円 

市 4,100百万円 

その他（       ） 

・解体工事費：    95,000千円 

・委 託 費：   135,000千円 

・本体工事費： 3,770,000千円 

・用 地 費：   400,000千円 
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事 業 別 評 価 調 書（チェックリスト）  

費

用

対

効

果

分

析

等 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

コ

ス

ト

縮

減

等

の

可

能

性 

【費用対効果分析等】 

 現在と同じ場所へ再整備することにより、中高生の部活動での利用が多いというこれ

までの特性が継続され、青少年の競技力の向上が期待される。  

また、文部科学省で実施している全国体力・運動能力調査において、福島県の小学５

年生男子の肥満率が平成２４年度、２５年度で全国最下位となるなど、原発事故の影響に

よる子どもの体力低下、運動不足が大きな問題となっている。安心して運動できる屋内施設を中心市街地

の現在地に整備し、運動機会を増やすことにより、本市児童・生徒の運動不足解消及び体力向上を図る。 

さらに、現体育館は、耐震改修が必要な施設となっており、東日本大震災の際、施設

の損壊により避難所として利用できない状況であったが、新体育館は、耐震性に優れた

施設にすることにより、スポーツ施設としての利用のみならず、避難所のほか、災害時

の一つの拠点としても利用が見込める。  

 

【需要効果で特記すべき事項】 

 現在地に再整備することにより、年齢・性別を問わず、幅広く利用されているという

福島体育館のこれまでの特徴が継承され、中心市街地での市民スポーツの振興が一層推

進されるとともに、利用者の中心部での回遊性が生まれることにより、中心市街地の活

性化に繋がると期待される。  

 

 

 

【コスト縮減に向けた検討状況】  

 競技スペースは現在同規模とし、大規模な大会は国体記念体育館で開催するなどの  

すみ分けを行い、これまでどおりの身近で気軽に利用できる中央地区の体育館を目指す  

ことから、総延床面積については、現在の約 9,000 ㎡から約 6,600 ㎡と縮小する。  

 

【その他特記すべき事項】  

 太陽光発電、LED 電球の導入について検討。  

 電気設備、空調設備・機械設備については、完成後の維持管理のしやすさや設備更新  

費用等も考慮する。  

国
・
県
・
市
・
民
間
と
の
役
割
分
担 

【市が事業実施主体となるべき理由・必要性】 

１ 本市総合計画では、生涯スポーツの推進や競技力向上を図ることに加え、老朽施設の改修や市民がいつでも楽

しく、安全にスポーツ活動に親しむことができるスポーツ施設の整備を行うこととしている。 

２ 子どもの体力向上、競技力向上と市民スポーツの振興、生涯スポーツを推進するため、市が主体となって再整

備を進める必要がある。 

 

 

 

 

 

 

市

民

の

参

画 

 

１ 福島体育館再整備検討懇談会設置 

２ 利用団体及び競技団体へのアンケート実施 
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【総合評価と対応方針案】 

（１）総合評価 

※上記の各視点毎の評価結果を踏まえ、必要性、重要性、緊急性、有効性、その他実現性等の観点 

に留意しながら、総合的に記述する。 

 

   現施設は、老朽化や東日本大震災の被害による利用制限があり、利用者の需要に十分応えることが 

できない状況にある。 

   中心市街地での市民スポーツの振興をより一層推進すること、また、子どもの体力向上、運動不足 

の解消を図り、競技力の向上へ繋げる必要があることからも、本市が主体となり、復興のシンボル事業 

の一つとして再整備を行う必要がある。 

 

（２） 対応方針案及び今後の事業の進め方 

対応方針案 新規着手 

 

今後の事業 

 

の進め方 

 

平成２６年 ・体育館、合宿所解体工事（県） 

       ・武道館解体工事 

       ・基本設計 ･地質調査 ・用地取得 

平成２７年 ・実施設計 

       ・造成工事（～平成２８年） 

       ・本体工事（～平成３０年） 

平成２９年 ・外構工事（～平成３０年） 

平成３０年 ・供用開始 
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